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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物質表面の応力腐食割れの原因となる表面変性部分の存在を非接触検出するための計測
方法において、物質の表面に２分割した超短パルスレーザーを同時刻同一箇所に照射して
生じる干渉縞が作る弾性波の減衰過程を別のレーザー光の反射強度の時間変化として測定
することで、弾性波の速度と熱伝導率を同時に測定し、表面変性部分の存在を検出する方
法。
【請求項２】
　前記物質が、原子炉圧力容器壁或いは原子炉圧力容器内のシュラウド又は再循環系配管
のステンレス鋼材料から作製した残留応力を有する板状サンプルである請求項１に記載の
方法。
【請求項３】
　前記物質が、大強度陽子ビームおよび高速中性子ビームに長時間曝露され材料表面が劣
化する核破砕中性子源のターゲット水銀容器内壁のステンレス鋼材料である請求項１に記
載の方法。
【請求項４】
　前記物質表面に２分割した超短パルスレーザーを集光、走査した際に、その物質表面の
加工硬化層の硬化度に応じて物質表面に誘起される歪に基づいて誘起される弾性波の速度
と熱伝導率が変化することにより、この変化を検出して加工硬化層の存在を非接触的に検
出することを特徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載の方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物質表面における、パルスレーザー誘起弾性波減衰過程の反射光測定による
遠隔非接触音速（音波の伝播速度）・熱伝導率測定法に関する。さらに詳しくは、本発明
は短パルスレーザー光を用いた誘導光散乱法から物質表面における音速及び熱伝導率を非
接触測定し、例えば、原子炉材料の応力腐食割れの原因となる加工硬化層の変性部分の存
在（位置及び／又は深さ）の検出を行う測定方法および照射劣化する核破砕中性子源のタ
ーゲット水銀容器の健全性検証方法に関する。
【０００２】
　本発明の方法は、被測定物質がラス材料等の透明固体では、レーザー光を集光する部位
を制御することで変性部分が存在する特定箇所の位置及び／又は深さを音波の伝播速度及
び熱伝導率により測定することができる。
【背景技術】
【０００３】
　金属組織は機械加工を受けるとその表層に引張応力が残留する。また金属組織はガンマ
線や中性子照射などの放射線照射を受けると原子の弾き出しが生じ、硬化及び脆化による
破壊を生じる。
【０００４】
　前記加工硬化層の変性部分は長時間にわたり水環境に曝されることで応力腐食割れを生
じることから、これを防ぐべく超短パルスレーザーの集光により原子力用ステンレス鋼材
の表層の引張応力が残留した加工硬化層を蒸発除去し、且つ、材料の内部の残留応力を引
っ張り側から圧縮側に変化させる手法が提案された。原子炉内部のステンレス機器をはじ
めとする応力腐食割れの対策技術の開発が進められていて、特許が出願されている（例え
ば、特許文献１）。この対策技術を効果的に実施するためには、超短パルスレーザーによ
る蒸発除去を行うべき加工硬化層の位置及び深さを知る必要がある。
【０００５】
　又、固体の弾性異常を測定する手段として、接触法として超音波振動子からの音波の伝
播時間から音速（音波の伝播速度）を測定する超音波法、基準硬度探触子を材料に押し付
けて測定するビッカース硬度法がある。非接触法としてはレーザー光を用いるブリルアン
散乱法や硬Ｘ線を用いるＸ線応力測定法があるが、どの方法も簡便な方法でなく現場で使
用可能な小型装置化や対策技術との組み合わせには適さない。
【０００６】
　また固体の熱伝導率を測定する手段は接触法としてレーザーフラッシュ法、熱線プロー
ブ法、非接触法としてサーモグラフ法があるが、微小領域の測定は困難であり、かつ前記
した弾性異常と同時に測定する手段は皆無である。
【特許文献１】特開2005-131704号（ステンレス鋼表面の超短パルスレーザー光を用いた
応力除去法）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　現在最も広く使用される弾性異常診断法である超音波法は、超音波振動子などを測定対
象に接触あるいは接着させて音波の伝播時間及び伝搬距離から音速を計測する測定法であ
るが、原理的に接触測定が不可避であるから、放射化材料及び高温材料の測定は困難であ
る。また、測定振動数が低振動数側に限られること、超音波振動子の小型化には限界があ
ることから微小な領域の材料変性を検知することは不可能である。
【０００８】
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　ビッカース硬度法は基準硬度を持つ探触子を材料に押し当てて材料の弾性率を測定する
方法である。このため、材料表面の一部の切り出しによる破壊が必要であり、探触子の接
触は不可避である。
【０００９】
　非接触の弾性測定法であるブリルアン散乱法は単一波長化されたレーザー光を材料に照
射し、散乱光の波長のドップラーシフトを高精度の分光器である干渉分光計にて測定して
弾性率を計測する方法である。この測定に不可欠な高精度な光源および分光器は測定環境
に対して極めて繊細かつ高価であり、原子炉や核破砕中性子源の設置される現場での測定
や小型装置化は不可能である。
【００１０】
　同じく非接触の弾性測定法であるＸ線応力法ではＸ線管や放射光からの硬Ｘ線を材料に
照射し、回折線の変化から材料の応力を測定する方法であるが、用いる硬Ｘ線は人体に極
めて有害であることから放射線管理区域以外の測定は危険であり、また装置も大型になる
。
【００１１】
　同様に金属の材料表面を熱が伝播する効率をあらわす熱伝導率を測定する手段としては
、レーザーフラッシュ熱伝導法が用いられる。これはレーザー光によって局所的に材料の
温度を上昇させた後、別の場所で温度の時間変化を記録することで熱伝導率を計測する方
法であるが、精度良く温度を検出するためには接触しての温度計測が不可欠である。また
試料を熱が伝播するための大きさも必要であり、微小領域の測定は困難である。
【００１２】
　非接触で可能な熱伝導率測定として材料からの放射熱温度を計測するサーモグラフ法が
あるが、計測温度精度を上げることは難しく、かつ微小領域の測定には不向きである。
【発明を解決するための手段】
【００１３】
　本発明では短パルスレーザーを用いた誘導光散乱法の原理にて物質の表面または内部に
音波を生成し、その場所にプローブ光を入射した際の反射光または回折光（光検出器への
信号光として使用される）の時間応答から生成した音波の伝播速度と熱伝導率の同時測定
を行う方法である。
【００１４】
　特に、本発明は、具体的には、応力腐食割れの原因になる加工硬化層の厚みを非接触、
迅速、非破壊で検査するレーザーによる新手法に関する。即ち、本発明は、パルスレーザ
ーを光源として使用し、このレーザー光を2分割後に集光して物質表面に照射し、加工硬
化層を有する物質表面にレーザー光の干渉による弾性波を誘起し、この弾性波により生じ
た表面の微小起伏が消失、減衰する過程を別波長のレーザー光による反射光又は回折光の
強度変化により観測し、その変化を電気信号に変換し、その信号波形の時間変化により加
工硬化層の音速と熱伝導率を同一の光学系で観測するものである。
　[発明の効果]
【００１５】
　本発明によって、パルスレーザに誘起された弾性波により変性した金属材料等の物質の
弾性率と熱伝導率の同時測定が可能となり、材料の劣化を予測する多くの情報を提供する
。この弾性率は実験結果から得られる音波の伝播速度を下記の数式２にて換算して求めら
れる。さらにこの発明は遠隔から非接触で測定可能であり、且つ、装置の小型化が容易で
あることから、従来測定が困難であった放射化材料、高温材料の現場観測の方法を提供し
、応力腐食割れ対策技術との組み合わせが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　本発明は、上記の課題を解決するものとして、２分割した超短パルスレーザーを同時刻
、同一箇所に照射して生じる干渉縞が物質と結合することで弾性波を生成し、この弾性波
の伝播に伴う減衰過程を別のレーザー光の反射強度の時間変化として測定する。一連の測
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定は物質に対して非接触、遠隔より測定が可能であり、初期の時間領域には物質を伝播す
る弾性波の音速（音波の伝播速度）の情報、長時間の時間領域には熱伝導率の情報が含ま
れ、同一の装置にて同時測定が可能である。こうして表面変性部分の存在（位置及び／又
は深さ）を検出する方法（請求項１）を提供する。
【００１７】
　図１は、本発明に係るパルスレーザー誘起弾性波減衰過程の反射光測定を表す図であり
、短パルスレーザー１が、偏光ビームスプリッターにより２分割された後、それぞれが長
焦点集光レンズ３を通して測定対象試料４の表面に集光照射される。その際、照射表面に
２分割された照射レーザーによる干渉縞が生じ、この干渉縞により試料表面に弾性波が誘
起され、この誘起された弾性波により試料表面に微小起伏が発生するが、その起伏は減衰
、消失する。この照射表面に別波長の連続光レーザー２を検出光として照射し、その反射
光又は信号光を光検出器５で検出して電気信号に変換し、この電気信号の時間変化をデジ
タルオシログラフ６及びパーソナルコンピューター７を用いて表示、記録することにより
、その微小起伏の減衰、消失過程をその反射光又は信号光の強度変化として観測すること
ができる。
【００１８】
　また本発明は、上記の音速（音波の伝播速度）と熱伝導率の同時測定による加工硬化層
の存在（位置及び／又は深さ）の検出において、原子炉圧力容器壁或いは原子炉圧力容器
内のシュラウド又は再循環系配管のステンレス鋼材料から作製した残留応力を有する板状
サンプルに適応される方法（請求項２）を提供する。
【００１９】
　また本発明は、上記の音速と熱伝導率の同時測定による照射材料の表面劣化層の存在（
位置及び／又は深さ）の検出において、高速中性子に長時間曝露される核破砕中性子源の
ターゲット容器内壁のステンレス鋼材料に適応される方法（請求項３）を提供する。
【実施例】
【００２０】
　以下、本発明を実施例によって詳細に説明する。材料の硬化を表す残留応力：Ｔは、一
般化されたフックの法則で表記すると以下の関係で表すことができる。
【００２１】
【数１】

ここでｃは弾性定数、Ｓは歪みの大きさを表す。この弾性定数は以下の式によって音速：
Vの変化として計測可能である。
【００２２】
【数２】

ここでρは媒質の密度である。こうして音速を計測することで残留応力の変化を検出する
ことができる。
【００２３】
　使用する超短パルスレーザーの時間幅は生成する弾性波の振動周期時間以下とし、弾性
波の時間振動が観測できるものとする。弾性波の波長は２分割した光の波長と交差角で決
まる。光の波長が1064nm、交差角が3.2°の時には弾性波の波長は19.2μmとなる。
【００２４】
　2分割した光は交差位置にて集光されているものとし、微小領域のみの測定を可能にす
るとともに集光による信号光強度の増大を図る。この測定部位の領域の大きさは交差角が
6度の時には約2０μm四方である。上記測定部位は、２つのレーザーを交差、集光する数
１０μm程度の領域に限られるので、ガラス材料等の透明固体では、集光する測定部位を
制御することで深さ方向の特定箇所の音波の伝播速度及び熱伝導率の測定を行なうことが
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できる。しかし、金属試料等の可視光に対して非透明な物質では試料内部に集光すること
は不可能であるために表面のみの測定が可能である。
【００２５】
　生成した弾性波を観察するための検出光は、光の干渉縞が作る弾性波を回折格子とみな
した時のブラッグ条件を満たす角度で入射させる。すると信号光又は反射光の強度は増大
し、直進性も良くなるため信号に寄与しない散乱光の除去がしやすくなる効果を図る。
【００２６】
　信号光を検出する光検出器の時間応答は弾性波の振動周期以下の時間分解能を持つ性能
のものとし、弾性波の振動が十分観測できるものとする。
【００２７】
　光検出器で変換された電気信号の時間変化を記録するためのデジタルオシログラフの時
間応答は弾性波の振動周期以下の時間分解能を持つ性能のもの、かつ長時間の変化をも記
録できる十分な記憶容量を持つ性能のものとする。
【００２８】
　デジタルオシログラフで記録された回折光又は反射光の時間変化を表す電気信号はパー
ソナルコンピューターに転送されて記録される。記録された電気信号から非線形最小２乗
法を用いて解析を行う。図２及び図３は液体であるエタノール試料で測定された回折光の
時間変化の図である。２つの測定は全く同じ機器配置にて行われ、記録する時間領域のみ
異なる。
【００２９】
　記録された回折光の時間変化の信号から非線形最小２乗法を用いて解析を行う。弾性波
の減衰振動の振動周期の解析を行う際は10マイクロ秒以下の速い領域の計測データを使用
する。弾性波の音速は弾性波の波長と振動周期から算出する。上記の条件では弾性波の波
長は19.2μm、また図２の実験結果から算出した振動周期は16ナノ秒であるとき、測定対
象の音速は1200m/秒であると算出される。
【００３０】
　熱伝導率の解析を行う際は100マイクロ秒程度の遅い領域の計測データを使用する。図
３の実験結果から回折光強度の減衰の時定数は120マイクロ秒と算出される。
【００３１】
　以上により、同一の光学系による時間領域のみ異なる同一のデータにより音速（音波の
伝播速度）測定と熱伝導率測定が可能となる。
【００３２】
　本手法は、2分割したパルスレーザーの集光を金属表面の照射位置に沿って走査した場
合には、加工硬化層の硬化度に応じて金属結晶に誘起される歪により、音速と熱伝導率が
変化する。この変化を検出し、加工硬化層の位置、及び／又は厚み若しくは深さを推定す
ることにより応力腐食割れの原因となる加工硬化層を蒸発除去するために必要なパルスレ
ーザー数を求めることができる。これにより、迅速な超短パルスレーザー除去が現場で実
施可能となる。即ち、例えば、金属表面に加工硬化層がある場合には、音波の伝播速度が
速くなる。これは図2の減衰振動の周期が小さくなることにより判明する。又、同時に減
衰振動の減衰時間が小さくなる。これは図2の減衰振動の存在時間に相当する。
【産業上の利用可能性】
【００３３】
　従来、加工硬化層の検出には、ビッカース硬度計のような破壊検査や熱電対や超音波振
動子のような接触式の検査に頼っていた。又、放射光Ｘ線回折やサーモグラフは、装置が
大型であること或いは時間応答性が遅いことや高温環境では使えないなど、いずれも、小
型、迅速、簡便なものではなく、応力腐食割れ対策技術と融合させるには不適であった。
本発明は、この点を抜本的に革新できる新たな加工硬化層検出技術である。
【図面の簡単な説明】
【００３４】
【図１】本発明に係るパルスレーザー誘起弾性波減衰過程の反射光測定を表す図である。
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【図２】エタノール試料での回折光の測定例。減衰振動の周期が音波の振動を表す図であ
る。この例での振動周期は16nsec、音波の波長は19.2μmであるから、音速値1200m/secが
得られる。
【図３】エタノール試料での回折光の測定例。非振動成分の時間変化は熱伝導による信号
強度の減衰に起因することを示す図である。
【符号の説明】
【００３５】
１　短パルスレーザー
２　連続光レーザー
３　長焦点集光レンズ
４　測定対象試料
５　光検出器
６　デジタルオシログラフ
７　パーソナルコンピューター

【図１】



(7) JP 4831512 B2 2011.12.7

【図２】

【図３】
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